
「送電線付近に建築物などをご計画されるお客さまへ」

◇「確認書」を発行します

送電線付近で作業をされる場合には，感電をさけるために「電力会社と作業計画の事前打合せを行うこ
と」などが労働安全衛生規則・行政指導通達により施工者の方に義務づけられております。
事前の安全作業の打合せについて，施工会社より東京電力へご連絡お願いします。

◇送電線付近への建築計画がございましたら，設計に入る前に当社へご相談ください。

◇工事着工前に安全打合せをお願いします

◇建築物の設計が完了しましたら技術検討を行います

上記諸制限を確認していただき，建築物の設計が完了しましたら，当社にて関係資料（建築確認申請書
及び設計図面等）をおあずかりし，電気事業法・電気設備に関する技術基準ならびに土地所有者と東京
電力間の建築制限に関わる契約をもとに，送電線との保全管理上の確認をさせていただきます。

建築計画について，送電線との保全管理上必要な諸条件を満たしていることを確
認させていただいた後，「確認書」を発行します。建築確認申請書類にこの「確
認書」を添付していただき，申請をお願いします。
※発行まで１週間程度を目安としてください。（送電線測量などにより更に１週
間程度必要となる場合もあります。）
※川崎市内に建築物をご計画の場合，「協議済証」を建築確認申請書（第１面
裏）に捺印しておりましたが、川崎市まちづくり局指導部建築情報課（通知）に
より平成２２年４月１日より廃止となりました。確認申請書（正）（副）原本，
及び確認申請書（正）のコピー１部（東京電力控え），計３部ご提出ください。

※離隔距離とは，次の状態における電線と建築物
　 との間に必要な安全距離です。
　　Ａ　電線が最もたるんだ状態
　　Ｂ　電線が風の影響により最も揺れた状態

 ・送電線の下（電線との水平距離３ｍの範囲）には
 　建築できません※詳細は次ページ参照
 ・また，法令で定められた以下の離隔距離を確保い
 　ただき建築を計画されますよう，お願いいたします。

　法令で定められた以下の離隔距離を確保いただき
　建築を計画されますよう，お願いいたします。

建 築 計 画 か ら 工 事 着 工 ま で

送 電 線 に 関 す る 建 築 物 な ど の 建 築 制 限 に つ い て

　送電線付近に建築物などを建築する場合には，経済産業省の『電気設備に関する技術基準を定める省令』
に基づいて電圧に応じた送電線からの安全な離隔距離の確保や，土地所有者と東京電力との契約による建築
物建築禁止などの制限があります。
　県内には下記の電圧の送電線があり，電圧・各種制限などについては，地名・地番をご確認の上，東京電
力にお問い合わせください。
　また，鉄塔には送電線の名称・番号などが記載された札が取り付けてありますのでご参考にしてください。

※１７万ボルト未満の送電線でも土地所有者と東京電力
　　との契約により，送電線の下に建築物が建築できない
　　場合もあります。

【関係法令】
・電気事業法　第３９条
・電気設備に関する技術基準を定める省令　第２９条・第４８条
・電気設備の技術基準の解釈について　第１２４条・第１２９条
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※建築物以外の工作物(ｱﾝﾃﾅ，看板等)などの離隔距離
　 については，上記と異なりますので，東京電力にお問い
　 合わせください。

《事前協議させていただく主な内容》

※個人情報保護法により，第三者からのご照会内容につきましては，お応えしかねる場合もございますので，
　 あらかじめご理解いただきますよう，お願い申し上げます。

電　圧 離隔距離（　）
作業時に必要な安全距離

（東京電力推奨値）

５０万ボルト １０．０５ｍ以上 １１．００ｍ以上

２７万５千ボルト ６．６０ｍ以上 ７．００ｍ以上

ℓ

電　圧 離隔距離（　）
作業時に必要な安全距離

（東京電力推奨値）

１５万４千ボルト ４．８０ｍ以上 ５．００ｍ以上

６万６千ボルト ３．６０ｍ以上 ４．００ｍ以上

２万２千ボルト ３．００ｍ以上 ３．００ｍ以上

ℓ

確認書ｲﾒｰｼﾞ

②送電線の下の土地について
　・送電線の下の土地は，一般的に土地所有者と東京電力との間で建築制限に関わる契約を
　　しております。※契約内容詳細は，土地所有者にご確認ください。
③その他
　・現地の状況，その他必要に応じ，詳細な測量（地上高・平面等）を実施します。
　・鉄塔周辺における土地造成（切土・盛土）を行う場合には，鉄塔基礎への影響検討が
　　必要となる場合がありますので，ご相談ください。

①建築物を建築される際の諸制限
　・離隔制限（左図参照）
　・上部造営材(住居などの屋根材)の種類
　・付帯設備（アース線）の取付
　・危険物の貯蔵（消防法による制限も適用される）
※（参考）送電線との離隔制限等については，『建築設備設計・施工上の運用指針〔(財)日本建築設備・昇降機ｾﾝﾀｰ〕』

　2003年度版以降，考慮すべき事項として記載されております。

Ａ

Ｂ

  平成２２年４月１日以降川崎市内に計画の場合，建築確認申請前の事前協議が一部変更となって
  おります。

平 成 22 年 4 月
東京電力株式会社
神 奈 川 支 店

平成２０年５月　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社　神奈川支店



ℓ

３ｍ

建築物ならびに付帯工作物
建築（築造）禁止範囲

３ｍ

ℓ

建築物ならびに付帯工作物の建築（築造）禁止範囲について

１７万ボルト以上

最も外側の電線静止位置
から，水平３ｍの範囲

送電線からの必要な離隔距離
については，電圧ごとに異なり
ます。
前ページを参照してください。

送電線の両側水平３ｍ
の範囲内には，送電線
からの離隔距離に関わ
らず，建築物ならびに
建築物に接続された付
帯工作物の建築(築造)
はできません。ただし，
簡易な付帯工作物等の
中には，一部建築可能
なものもありますので，
詳細は東京電力へお
問い合わせください。

【平成２２年４月現在】

※本区域図は神奈川県内のみを示しておりますが，
　県外一部においても神奈川支店管内の送電線が
　通過している箇所（東京都町田市など）もございま
　すので，詳細は東京電力へお問い合わせください。

市　区　町　村

川崎市（川崎区，幸区，中原区，高津区，宮前区，多摩区，麻生区）
東京都大田区・町田市・稲城市の一部

川崎支社 送電保守ｸﾞﾙｰﾌﾟ 044-576-2710

横浜市（鶴見区，港北区，神奈川区，緑区，青葉区，都筑区）
東京都町田市の一部

鶴見支社 送電保守ｸﾞﾙｰﾌﾟ 045-394-4273

横浜市（神奈川区，西区，港北区，保土ヶ谷区，旭区，瀬谷区
中区，南区，磯子区，港南区，金沢区）

横浜支社 送電保守ｸﾞﾙｰﾌﾟ 045-311-1240

横浜市（戸塚区，泉区，栄区，港南区）
鎌倉市，藤沢市，横須賀市，逗子市，三浦市，葉山町

藤沢支社 送電保守ｸﾞﾙｰﾌﾟ 0467-47-5333

相模原市（緑区，中央区，南区），愛川町，清川村，大和市
綾瀬市，座間市の一部
東京都町田市・八王子市の一部，山梨県上野原市の一部

相模原支社 送電保守ｸﾞﾙｰﾌﾟ 042-772-2071

平塚市，茅ヶ崎市，寒川町，大磯町，二宮町
厚木市，海老名市，座間市の一部，伊勢原市

平塚支社 送電保守ｸﾞﾙｰﾌﾟ 0463-57-4936

小田原市，箱根町，湯河原町，真鶴町，秦野市，南足柄市
中井町，大井町，松田町，山北町，開成町
静岡県熱海市・駿東郡小山町の一部

小田原支社 送電保守ｸﾞﾙｰﾌﾟ 0465-83-0104

各事業所の詳細につきましては，お電話でお問い合わせください。
【営業日・時間】平日８：４０～１７：２０

東京電力株式会社（ＴＥＰＣＯ）：管理箇所

知的財産　取扱注意 東京電力株式会社


